農地転用許可後の事業計画変更の手続きについて

南箕輪村農業委員会
１　概要
農地転用許可を受けた後、さまざまな取り組みを行っても当初の計画どおりに進めることが難しい場合があります。そのような場合に、次の要件のすべてに該当する場合については、事業計画変更申請を行い、許可権者の承認を受けることで事業内容を変更することができます。  
この制度は、地域農業への影響を最小限に抑えながら、現実的な事業継続を支援するためのものです。
＜事業計画変更が認められるための要件＞
ａ 農地転用許可の取消処分を行っても、その土地が旧所有者によって農地等として効率的に利用されるとは認められないこと。
ｂ 許可目的の達成が困難になったことが転用事業者の故意又は重大な過失によるものでないと認められること。
ｃ 変更後の転用事業が変更前の転用事業に比べて、それと同程度又はそれ以上の緊急性及び必要性があると認められること。
ｄ 変更後の転用事業がその事業計画に従って実施されることが確実であると認められること。
ｅ 変更後の転用事業により周辺の地域における農業等に及ぼす影響が、変更前の転用事業による影響に比べてそれと同程度又はそれ以下であると認められること。
ｆ ａからｅまでに掲げるもののほか、変更後の転用事業が農地転用許可基準により許可相当であると認められるものであること。















２　手続き 
計画変更申請は①転用事業者が変わらない場合（計画のみ変更）と、②転用事業者が当初計画者から承継者に変わる場合の２種類があります。②の場合については転用事業者と承継者の連盟での申請が必要となります。申請手続きについては以下をご確認ください。

【申請から承認までの流れ】
　①申請についての相談
事業計画の変更をご検討の場合は、農業委員会事務局まで事前にご相談ください。


記入例をご確認のうえ、申請書に正確にご記入ください。裏面の農地転用許可後の事業計画変更承認申請必要書類一覧表をご確認いただき、添付書類の入手をお願いします。

　②申請書記入
・書類の入手

　　

農業委員・農地利用最適化推進委員は、総会審議時に申請者に代わって内容を説明する役割を担うため、申請農地の地区担当委員に申請内容を説明し、十分な理解を得る必要があります。
あらかじめ事務局にて担当委員を確認し、事前連絡したうえで訪問
してください。訪問の際は担当委員に申請書の写し一式を提出し、
申請内容などを詳しく説明してください。（必要に応じて担当委員と
一緒に現地確認をお願いします。）


③地区担当委員への説明





④申請書の提出
毎月20日(土日・祝日を除く、休日の場合は前日の開庁日まで）までに申請書一式を農業委員会事務局に提出してください。必要な場合は現地確認等を行います。

　

⑤農業委員会
総会での審議

総会に諮り、計画内容を確認し、承認・不承認の判断を行います。



※　転用事業者が最初に転用許可を受けた者（当初の事業計画者・事業者）から、第３者（新しい事業者・承継者）となる場合は、その承継についての転用許可が必要となります。

農地転用許可後の事業計画変更承認申請必要書類一覧表
	
	書　類　名
	備　考
	確認

	１
	承認申請書
	申請書は農業委員会が定める様式を使用すること、
	□

	２
	被害防除計画書
	事業実施に伴う被害防除措置について記入するとともに、被害発生の恐れがない場合は、その理由を記載してください。
	□

	３
	法人登記事項証明書又は定款
	申請者が法人の場合
	□

	４
	申請に係る土地の登記事項証明書
	全部事項証明書又は現在事項証明書に限る。
	□

	５
	申請に係る土地の地番を表示する図面
	法務局で取得した公図の写し
	□

	６
	位置及び付近の状況を表示する図面
	縮尺1/25,000の村図(コピー可）に明示すること
	□

	７
	変更後の事業施設の図面
	建設予定建物又は施設等の面積、位置及び施設物間の距離を表示
施設を利用するために必要な道路、用排水施設、その他の施設の位置を明示すること
	□

	８
	事業施設の設計図
	建物の平面図、姿図を添付
	□

	９
	資金計画に基づいて事業を実施するために必要な資力及び信用があることが確認できる書面
	自己資金の場合は、金融機関の残高証明書あるいは預金通帳等の写し(口座名義人の原本証明が必要)を、借入金の場合は、金融機関の融資証明等を添付してください。
	□

	10
	申請地付近の案内図 
	住宅地図の写し等
	□

	11
	被害防除措置計画書
	事業実施に伴う被害防除措置について記入してください。（被害発生の恐れがない場合は、その理由を記載してください。）
	[bookmark: _GoBack]□

	12
	農地転用許可後の事業変更申請に伴う確認書兼関係各係への合議書
	地区担当委員に内容を説明後、確認欄への署名を依頼してください。
	□

	13
	工事工程表
	事業計画面積 5,000㎡以上のもの
	□

	14
	委任状　確認書
	行政書士による代理人申請の場合
	□

	15
	地区内道水路の処置に係る所管部局との調整を証する書面
	事業地内に道水路がある場合
	□

	16
	住民票、戸籍謄本、相続関係書類等
	申請書と土地の登記事項証明書の記載内容が異なる場合
	□

	17
	印鑑証明書
	抵当権者等利害関係人の同意書を求めた場合でその真意を確認する必要がある場合
	□


　●その他必要に応じて提出する書類の例
（農業委員会が必要と判断した場合、下記以外の書類の提出を求める場合があります。）
・ 変更後の転用事業に関連して他法令の定めるところにより許可、認可、関係機関の議決等を要する場合において、これを了しているときは、その旨を証する書面
・ 変更前の事業計画について関係者の同意若しくは意見（例えば、取水、排水等についての水利権者、漁業権者、土地改良区等の同意又は意見）を得ている場合又は変更後の事業計画について関係者の同意若しくは意見を新たに求める必要がある場合には、当該事業計画の変更についてのこれらの者の同意書又は意見書の写し 
・ 変更前の事業計画について地方公共団体が財政補助等の形で関与している場合には、事業計画の変更及びこれに伴う影響についての当該地方公共団体の長の意見書
・ 転用事業者が変更前の事業計画について旧所有者に対して雇用予約、施設の利用予約等の債務を有している場合には、当該債務の処理についての関係者の取決め書の写し及び旧所有者の事業計画変更についての同意書 
・ 事業計画の変更についての関係地元民の意向及びこれに対する申請者の見解 

●注意事項
①添付する証明書等は3か月以内に発行された原本を提出してください。
②書類に不備がある場合は受理できません。
③転用事業者に代わって、転用を希望する者（承継者）が転用事業を行う場合は農地法第5条の許可申請手続きも併せて必要となります。
問い合わせ先　南箕輪村農業委員会事務局　
〒399-4511　長野県上伊那郡南箕輪村4825番地1　（電話：0265-72-2176）


